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S
次世代軽水炉等技術開発費
補助事業

経済産業省 1,498 ○

今後、国内における原子力発電所の新規
建設需要は当面低迷する一方、２０３０年
頃からは大規模な代替炉建設需要が見込
まれており、我が国原子力産業の技術・人
材を維持・向上していくことが喫緊の課題と
なっている。他方、世界的な原子力回帰や
国際協調が進む中、米国、中国をはじめと
する海外市場はさらに拡大する方向であ
る。このような状況を踏まえ、国内の代替
炉建設需要に対応でき、世界標準を獲得
し得る高い安全性と経済性、信頼性等を有
する次世代軽水炉の技術開発を行う。

○我が国にとって世界をリードできる次世代軽水炉技術は、
将来の原子力発電所のリプレースや国際競争力の観点から
も極めて重要な技術であり、クールアース５０の革新的技術
開発の一つに位置づけられている。特に、免震技術の採用や
稼働率向上と安全性を同時に向上させるコンセプトは国民の
安心・安全や地球温暖化対策に資する重要な要素である。発
電容量の検討については、電力需要の不確実性や海外市場
も念頭に置いて柔軟性を持たせるとともに、世界標準を獲得
するという理念のもと、民間事業者の国際展開も念頭におい
て、本事業を積極的に実施すべきである。

B
高速炉再処理回収ウラン等除
染技術開発

経済産業省 1,000

プロセス技術の基礎試験（溶媒抽出法）な
どの高除染プロセスに関する研究開発とマ
テリアルバランス・製品諸元の算出、経済
性の検討を踏まえた移行シナリオの策定と
再処理工学の枠組み構築のための検討を
実施する。

○エネルギー資源の乏しい我が国において、使用済み燃料
を再処理し、回収されるウランやプルトニウムを高速増殖炉
で有効利用する高速増殖炉サイクル技術の確立はエネル
ギーセキュリティの観点から極めて重要であり、２０５０年頃か
らの軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへ移行していく
５０年以上の期間において、既存の燃料サイクル施設を活用
し、軽水炉へ燃料供給を可能にする除染技術は我が国にとっ
て重要な技術開発である。高速増殖炉サイクル技術の開発
スケジュールとの整合性を明確にし、効果的・効率的に実施
すべきである。

○本技術開発による知
見の蓄積は、原子力委
員会における２０１０年頃
からの第二再処理工場
に係る検討に貢献し、我
が国の将来の再処理技
術を決める上で重要であ
る。

A
原子力基礎基盤戦略研究イニ
シアティブ
［競争的資金として要求］

文部科学省 1,000 ○

政策ニーズを明確にし、より戦略的なテー
マ・プログラムを設定するとともに、大学や
民間等にも開かれた新たな競争的資金を
制度化する。具体的には、次の３つの研究
プログラムを設定し、競争的な環境の下、
基礎的・基盤的研究を推進する。
①戦略的原子力共同研究プログラム：国と
して重点化すべき、戦略的なテーマの下、
複数の機関の連携による共同研究プログ
ラム
②研究炉・ホットラボ等活用研究プログラ
ム：施設数の減少が続く研究炉及び核燃
料系ホットラボ等を効率的・有効的に活用
するための研究プログラム
③若手原子力研究プログラム：将来の原
子力研究の基盤を支える若手研究者を対
象とした研究プログラム

○我が国における原子力分野の基礎的・基盤的研究を支え
維持するための施策として重要であり、特に研究炉やホットラ
ボ等の老朽化した施設の有効的かつ効率的な活用は必要性
が高い。また、昨年度の指摘事項を踏まえ、競争的資金制度
への移行ならびに戦略的研究プログラムの実施については、
十分な対応がなされている。他の競争的資金制度や人材育
成施策との位置付けをより明確にした上で、着実に実施すべ
きである。

○目的・方針に沿った公
募になっているか確認を
行うとともに、研究成果に
ついては情報発信の充
実に努め、社会への還元
を図っていくなどフォロー
を適切に行う必要があ
る。
○特に大学のような施設
については設備の老朽
化が深刻になっているた
め、ハード面の支援につ
いても充分に手当するこ
とが重要である。

【原子力エネルギーの利用の推進】

平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【新規】（エネルギー）

エネルギー
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A
固体酸化物形燃料電池システ
ム要素技術開発

経済産業省
NEDO

1,400 ○

　固体酸化物形燃料電池（SOFC)について
は、発電効率が高い、高価な白金触媒を
必要としない等の特徴を有しており、特に
分散型電源として高い期待が寄せられて
いる。しかし、将来的に導入普及するため
には、耐久性・信頼性の向上、低コスト化、
実用性の向上が必要である。そのため、低
コスト化のための材料開発や高出力セル
スタックの開発、劣化要因の解明に向けた
基礎研究を実施する。　固体酸化物形燃
料電池実証研究事業において実環境下で
抽出した信頼性・耐久性等に係る研究課
題を本技術開発事業へフィードバックする
ことで、市場投入に必要なSOFCシステム
の基礎・要素技術の確立を図る。

○燃料電池の中で最も発電効率が期待できる固体酸化物形
燃料電池の開発は重要である。しかしながらセル形式が多種
多様なため、その特質を考慮した研究開発目標・スケジュー
ルをより明確に設定し、これまでの事業の成果を最大限に活
かし、「固体酸化物形燃料電池実証研究」との連携を密にし
ながら、着実に実施すべきである。

○将来的には、大容量の
発電システムとして成立
する可能性もあることか
ら、石炭ガス化発電の事
業等の進捗状況も念頭
に置いて、研究開発を進
める必要がある。

B
水素製造・輸送・貯蔵システム
等技術開発

経済産業省
NEDO

2,000 ○

　水素製造・貯蔵・輸送・充填に関する機
器やシステムの信頼性・耐久性向上、低コ
スト化、性能向上等実用化検証や要素技
術開発、及び当該技術を飛躍的に進展さ
せることができる革新的技術開発や調査
研究などを行い、その成果を産業界に提
供することにより、水素エネルギー初期導
入間近の関連機器製造・普及技術として
完成させ、水素社会の真の実現に必要な
基盤技術の確立を目指す。

○水素製造・貯蔵・輸送・充填に関する機器やシステムの信
頼性・耐久性向上、低コスト化、性能向上等を目的とした本事
業は水素社会の構築に向けた施策の一つとして重要である。
しかしながら、実用化検証と要素技術・革新的技術開発が混
在していることから、多大な研究成果が得られるよう適切なマ
ネジメントを行い、本事業を効果的・効率的に実施すべきであ
る。

○水素利用・燃料電池全
体のロードマップの中で
の、本プロジェクトが担う
位置付けを明確にし、周
辺技術の進展にあわせ
た進捗管理が重要であ
る。
○水素利用・燃料電池は
多くのプロジェクトが長期
にわたって進められてき
ているが、将来の水素社
会の構築という視点から
の戦略的なビジョンも検
討すべきである。

B
将来型燃料高度利用技術開
発

経済産業省 600

　省エネ、二酸化炭素削減効果が見込ま
れる燃料電池自動車の燃料である高純度
（９９．９９％以上）水素を安定的かつ経済
的に供給することは重要である。石油は、
その長所として豊富な水素供給余力と安
価な水素製造技術及び全国に展開した災
害に強いガソリンスタンドを保有している。
これら石油の長所を活かした水素供給シ
ステムの確立により、水素社会の早期実
現に貢献するものである。本事業では、製
油所からの高純度水素供給技術開発とガ
ソリンスタンドを拠点とする高純度水素製
造技術開発を行う。

○石油は豊富な水素供給余力と安価な水素製造技術を有す
るとともに、全国に展開した災害に強いガソリンスタンドのイ
ンフラが整備されており、その特長を活かした水素供給シス
テムの確立は重要である。明確な開発課題を設定し、進捗状
況の評価を適宜行いながら効果的・効率的に実施すべきであ
る。

○最も重要な開発要素で
ある触媒製造技術につい
て重点的に研究を進め、
早期に実現可能性を見
極める必要がある。
○これまでの研究成果を
最大限に活かし、民間の
技術開発努力を最大限
発揮できる仕組みを構築
することが重要である。

【水素／燃料電池】

エネルギー
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B
先進超々臨界圧火力発電実
用化要素技術開発費補助金

経済産業省 200

火力発電所からの二酸化炭素削減要求に
対して、信頼性と経済性を両立しながら発
電効率に優れた先進超々臨界圧汽力発電
システムを実現する。

○経年石炭火力発電所のリプレースを見据え、発電効率の
向上と既存資産の有効利用を両立できる本技術開発は重要
な施策である。研究開発に当たっては、まず実現可能性の検
討や要素研究から進め、進捗状況を確認をしながら、効果
的・効率的に実施すべきである。

○他のクリーンコールテ
クノロジーである石炭ガ
ス化複合発電（ＩＧＣＣ、ＩＧ
ＦＣ等）と経済性や環境性
等の定量的な比較・評価
を実施することが必要で
ある。
○中心的な研究課題、定
量的な開発目標を明確
にしたロードマップを策定
する必要がある。

A

イットリウム系超電導電力機
器技術開発のうち線材開発と
高温超電導電力貯蔵装置の
技術開発

経済産業省
NEDO

2,300 ○

　低コストで大容量の電力供給が期待でき
るイットリウム系超電導線材の経済性向上
（コスト１／１０）と信頼性向上（歩留まり１０
倍）の両立をはかる技術開発と高温超電
導電力貯蔵装置（ＳＭＥＳ）の開発を行う。

○超電導技術はＭＲＩ（磁気共鳴画像診断装置）やモーターな
ど用途が多岐にわたり、産業のすそ野が広い重要な技術で
ある。線材の製造技術向上と性能向上の技術は密接に関連
し、今後の応用機器開発の基盤となるため、相互の進捗状況
を確認することが必要である。研究成果の社会還元という観
点から、高温超電導電力貯蔵装置の開発を着実に実施すべ
きである。

○海外の研究開発動向
や標準化活動にも留意し
て進めるべきである。
○他の電力貯蔵システム
と経済性・環境性等につ
いて評価・分析を行い、Ｓ
ＭＥＳの開発にあたって
は明確な性能目標と開
発スケジュールを策定
し、各段階における進捗
の確認を実施しながら進
めるべきである。

B

イットリウム系超電導電力機
器技術開発のうち高温超電導
ケーブルと高温超電導変圧器
の技術開発

経済産業省
NEDO

3,700

　低コストで大容量の電力供給が期待でき
るイットリウム系超電導線材を用いた高温
超電導ケーブル、高温超電導変圧器の開
発を行う。

○超電導技術はＭＲＩ（磁気共鳴画像診断装置）やモーターな
ど用途が多岐にわたり、産業のすそ野が広い重要な技術で
ある。プロジェクト内の連携を強化し、綿密な協力や情報共有
を図ることが重要であり、線材開発など共通基盤技術開発の
進捗状況を踏まえつつ、研究成果の社会還元という観点か
ら、応用機器開発を効果的・効率的に実施すべきである。

○他の応用機器と経済
性や環境性等について、
評価・分析を行い、応用
機器の開発にあたっては
各機器毎に明確な性能
目標と開発スケジュール
を策定し、各段階におけ
る進捗の確認を実施しな
がら進めるべきである。

【電力貯蔵　及び　電力供給システム】

【化石燃料の開発・利用の推進】

エネルギー
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A
環境調和型製鉄プロセス技術
開発

経済産業省
NEDO

600 ○

二酸化炭素濃度が高い高炉ガスから二酸
化炭素を分離するために世界最高レベル
の吸収再生特性を持つ吸収液開発と製鉄
ガスでは世界初の30t/D規模での実証検
証を行うとともに、製鉄所内の未利用廃熱
を利用し、エネルギー消費量を削減しつ
つ、二酸化炭素分離・回収等を行う製鉄プ
ロセスを開発する。さらにコークス製造時
に発生する高温の副生ガス（コークス炉ガ
ス）をガス改質することにより水素を増幅
し、その水素をコークスの一部代替として
鉄鉱石（酸化鉄）を還元するプロセス、二酸
化炭素を除去した高炉ガスを再び高炉に
戻す等のプロセスにより二酸化炭素の発
生量を削減する製鉄プロセスを開発する。

○鉄鋼業は我が国製造業の二酸化炭素排出量の約４割を占
めるため、製鉄用高炉ガスからの二酸化炭素削減はポスト京
都の枠組み構築にとっての我が国のイニシアティブ発揮のた
めにも重要な対策であり、クールアース５０の革新的技術開
発の一つに位置づけられている。我が国独自の革新的製鉄
プロセスを目指した施策であり、提案で示された業界内連携
体制の下に研究課題をより明確にしたロードマップを作成し、
研究開発に当たっては、実現可能性の検討や要素研究から
進め、進捗状況を確認をしながら着実に実施すべきである。

○２０５０年までの製鉄所
を建替えする現実的なシ
ナリオの妥当性について
も検証を行いながら、進
める必要がある。
○１０年間の長期のプロ
ジェクトであり、推進体制
についても十分な検討が
必要である。

B
革新的ガラス溶融プロセス技
術開発

経済産業省
NEDO

400 ○

プラズマ等による高温を利用し瞬時にガラ
ス原料をガラス化することにより、極めて効
率的にガラスを気中で溶解（インフライトメ
ルティング法）し省エネに資する革新的ガ
ラス溶融プロセス技術を開発する。具体的
には、①インフライトメルティング法により、
原料を溶解する技術、②カレットをガラス原
料として利用するための高効率で加熱する
技術、③カレット融液とインフライトメルティ
ング法による原料の融液とを高速で混合
する技術を開発する。

○製造工程・時間が１／１０に短縮され、製造エネルギーが
従来の１／３に大幅削減される本技術開発は、エネルギー多
消費産業であるガラス産業の国際競争力を維持し、地球温
暖化対策にも大きく貢献するため、環境と経済の両立を実現
する重要な技術開発である。産学官連携の下、瞬時にガラス
原料をガラス化する世界初の革新的な技術開発を効果的・効
率的に実施すべきである。

○ガラス製造の研究開発
は建築用ガラスのみなら
ず液晶ディスプレイや太
陽電池用基板など応用
範囲が広く、重要である。
○これまでのNEDOの先
導研究の成果を最大限
活用し、進める必要があ
る。

【省エネ型素材製造プロセス技術】

エネルギー



平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【継続】（エネルギー）
（金額の単位：百万円）

施策名 所管
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予算額
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取組

競争的
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施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【原子力エネルギーの利用の推進】

ＩＴＥＲ計画（建設段階）の推進 文部科学省 12,158 5,382 ○

世界の人口の半分以上を占
める国々が参加する国際プロ
ジェクトであるＩＴＥＲ計画にお
いて実験炉ＩＴＥＲを用いて燃
焼プラズマを実現し、統合さ
れた核融合工学技術の有効
性の実証、および将来の核融
合炉のための工学機器の試
験を行うため、我が国が調達
を分担する装置・機器を開発
及び製作する。さらに、ＩＴＥＲ
の建設・運転等を行うＩＴＥＲ国
際核融合エネルギー機構へ
研究者等を派遣し、建設・研
究活動に参画する。また、日
欧協力により、ＩＴＥＲを支援・
補完し、原型炉に向けた技術
基盤を構築するための研究
開発プロジェクトである幅広い
アプローチを我が国において
実施する。

○２０１６年度中のＩＴＥＲ完成・運転開始を目指して国
際的に合意されたスケジュールに基づき、実施してい
る本事業は重要である。長期間にわたるプロジェクトで
あり、我が国独自のロードマップを作成し、知的財産等
にも留意しながら引き続き、日本が主体性を発揮しリー
ダーシップをとることを念頭におきながら、着実に実施
すべきである。

○ＪＴ－６０の位置付
けと役割を明確にす
る必要がある。
○材料、計測等の原
子力分野の研究と共
通基盤を持つものが
多いため、本事業だ
けで独立するのでは
なく、成果の共有を念
頭において進める必
要がある。

原子力システム研究開発事
業
［競争的資金］

文部科学省 6,307 5,205 ○

発電に資する革新的原子力
システム（原子炉、再処理、燃
料製造）の実現に資するた
め、「競争的研究資金制度」を
適用した公募事業を実施す
る。「特別推進分野」と「基盤
研究開発分野」の募集枠のう
ち、「特別推進分野」では文部
科学省が評価した有望な革
新的原子力システム候補に
対して実用化を目途とした技
術体系の整備を見据えた枢
要な研究開発を実施する。
「基盤研究開発分野」では「特
別推進分野」の候補となる革
新的な技術及びそれらを支え
る共通基盤技術を創出する研
究開発を実施する。また若手
研究者を対象とした研究開発
も実施する。

○原子力システムに係る革新的な技術およびそれらを
支える共通基盤技術を創出する本施策は重要である。
高速増殖炉サイクル技術の研究開発など革新的な原
子力システムの実現に向けて、競争的資金制度の長
所を生かした施策として着実に実施すべきである。

○大学、独立行政法
人、民間が相互にポ
テンシャルを生かし、
日本の総力を結集し
て原子力エンジニアリ
ング開発の基盤的な
事業になるよう、革新
的な研究や基礎基盤
研究の割合を適切に
配分することが重要
である。

エネルギー
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高レベル放射性廃棄物処分
研究開発

文部科学省
JAEA

8,997 8,937 ○

我が国の高レベル放射性廃
棄物の地層処分事業と安全
規制を円滑に進めるため、深
地層の研究施設（瑞浪；結晶
質岩、幌延；堆積岩）、地層処
分基盤研究施設、地層処分
放射化学研究施設等を活用
し、深地層の科学的研究、実
測データの着実な蓄積と地層
処分技術の信頼性向上と安
全評価手法の高度化に向け
た研究開発を行う。

○我が国にとって、高レベル放射性廃棄物を安全に処
分する技術開発は安心・安全な社会の実現に極めて
重要である。関係各所との連携を密にし、国民に対し
て、事業の必要性や安全性に関する広聴・広報活動を
より一層強化し、着実に実施すべきである。

○長期にわたるモニ
タリングや分析を必要
とする事業であるが、
安全性や信頼性を確
保するための判断基
準の標準化、安全評
価手法などの具体的
なプロセスなどの実
施手法を実際の廃棄
物処分に必要な時期
に間に合うよう、早急
に確立する必要があ
る。
○超長期的な維持、
運用を必要とするシ
ステムの実現には事
前の環境評価、枠組
みなど、ソフト的な手
法や技術の確立が必
要であり、統合的なソ
フト的基盤研究も同
時に進めることが必
要である。

地層処分技術調査等事業 経済産業省 3,876 3,376 ○

平成20年代前半の概要調査
やそれに続く精密調査に資す
ることを念頭に、地上からの
地質環境の調査技術、人工
バリア等の定置技術や長期
健全評価等の工学技術、安
全評価技術等の高度化開発
を行うとともに、ＴＲＵ（超ウラ
ン元素）廃棄物の地層処分技
術について高レベルとの併置
処分の可能性も念頭に、処
理・処分技術の高度化開発を
行う。

○我が国にとって、安全に放射性廃棄物を地層処分す
る技術開発は安心・安全な社会の実現に極めて重要で
ある。関係各所との連携を密にし、国民に対して、事業
の必要性や安全性に関する広聴・広報活動をより一層
強化し、着実に実施すべきである。

○地層処分に係る研
究開発の中で重複、
無駄、陳腐化等が発
生しないようにするた
めには調整が非常に
重要であり、地層処
分基盤研究開発調整
会議については透明
性を確保した上で、調
整機能を高めるべき
である。
○沿岸域調査技術開
発とＴＲＵ廃棄物処分
関連技術を分担して
いるが、安全規制や
社会安全等の実用化
への取組を重視して
進めるべきである。

エネルギー
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施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

革新的実用原子力技術開発
費補助金
［競争的資金］

経済産業省 1,600 902 ○

原子力発電及び核燃料サイ
クルに関する革新的基盤技
術であって実用化につながる
ものを提案公募方式により発
掘し、将来の原子力技術の多
様化を図るとともに、産業界
からのニーズを踏まえて大学
等が実施する原子力を支える
基盤技術分野の研究活動を
支援し、将来の原子力人材の
育成を図る。

○本施策は原子力分野の基盤を支える重要な事業で
ある。原子力人材の育成に関しては長期的に取り組む
べき課題であり、文部科学省や産業界等と連携しなが
ら具体的な手法を検討した上で、着実に実施すべきで
ある。

○中小型炉の研究開
発など新しいテーマを
リードする仕組みが
必要である。
○国際協力技術分野
については、我が国
の高速増殖炉サイク
ル技術開発と整合性
をとることが必要であ
る。

全炉心混合酸化物燃料原子
炉施設技術開発費補助金

経済産業省 3,500 3,400

既存の原子力発電所に比べ
約3倍のプルトニウムを利用
することができる全炉心混合
酸化物燃料原子炉（フルMOX
炉）の開発に必要な技術開発
を行うとともに、実機プラント
で特性確認を行い、技術の確
立を図る。

○フルMOX炉の開発・実用化はプルトニウム利用計画
の柔軟性を広げることから、我が国の核燃料サイクル
政策推進上、重要な研究開発であり、当初のスケ
ジュール通り着実に実施すべきである。

遠心法ウラン濃縮事業推進
費補助金

経済産業省 1,200 911

核燃料サイクル上重要なウラ
ン濃縮の中枢である遠心分
離機について、現行遠心分離
機のリプレースを念頭に世界
最高水準の性能を有するな
ど、国際的に比肩し得る経済
性と性能を有する新型遠心分
離機を開発する。

○濃縮ウランの安定供給や核燃料サイクルの自主性
を向上させる本施策は重要であり、当初のスケジュー
ル通り着実に実施すべきである。

エネルギー
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【再生可能エネルギー等の利用】

新エネルギー技術研究開発
（太陽光・風力）

経済産業省
NEDO

5,300 3,290
一部
○

２０１０年度の新エネルギー導
入目標達成に向け、エネル
ギー転換分野における従来
技術の高度化を推進するとと
もに、２０１０年度以降の中長
期的観点に立ち、非シリコン
系太陽電池の開発・普及、シ
リコンの皮膜化による薄型太
陽電池の開発など総合的な
新エネルギー次世代技術の
開発を積極的に支援する。

○再生可能エネルギーの普及・拡大は地球温暖化対
策として極めて重要であり、特に高効率で低コストな革
新的太陽光利用技術はクールアース５０の革新的技術
開発の一つに位置づけられている。次世代技術の課
題、特に材料開発などの基礎・基盤研究の推進にあ
たっては、積極的に文部科学省や大学と連携をとり、
普及促進への制度整備や標準化等も検討しながら、今
後も我が国が世界をリードし続けるためにも、国際研究
拠点を整備することが重要である。技術開発スケ
ジュールと実用化、普及のロードマップとの対応を明確
にし、「新エネルギー技術フィールドテスト事業」との連
携を密にし、加速して実施すべきである。

新エネルギー技術フィールド
テスト事業（太陽・風力）

経済産業省
NEDO

7,209 8,920

新技術を活用した太陽光発電
及び太陽熱利用システムを産
業・公共施設に導入し、シス
テムの有効性を検証する。ま
た、風力発電については、高
所の風況データの収集・解析
を行うことで、風車立地に必
要な詳細な風力エネルギー
等の各種データをNEDOと共
同研究事業者で収集し、導入
普及に有用な資料の取りまと
めを行う。

○再生可能エネルギーの普及・拡大は地球温暖化対
策として極めて重要である。公募・採択にあたっては透
明性を確保するとともに導入結果を定量的に分析し、
データベースの整備・公開を行い、導入促進につなげ
る努力をしつつ、着実に実施すべきである。

○単なる普及のため
の補助金とならない
ように「新エネルギー
技術開発」との連携を
密にして実施する必
要がある。
○導入効果の定量的
な分析や評価等の評
価手法に関する検討
も並行して進め、デー
タベースの整備や公
開を行い、導入促進
につなげる努力も必
要である。

エネルギー
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【水素／燃料電池】

固体高分子形燃料電池実用
化戦略的技術開発

経済産業省
NEDO

7,000 5,130 ○

自動車用、家庭・業務用等に
利用される固体高分子形燃
料電池（PEFC）の実用化・普
及に向け、要素技術、システ
ム化技術及び次世代技術等
の開発を行うとともに、共通的
な課題解決に向けた研究開
発の体制の構築を図る。

○固体高分子形燃料電池の利用形態、実用化時期を
考えると本事業は極めて重要な施策であり、クール
アース５０の革新的技術開発の一つに位置づけられて
いる。短期で成果を出す課題と長期的な取組が必要な
課題の選別をするなどの適切なマネジメントを行うこと
が重要である。材料分野での革新的研究開発におい
ては、基礎・基盤研究に立ち返ったブレークスルーを期
待するためにも、ナノテクノロジー・材料分野との連携
を一層強化した研究拠点を整備し、加速して実施すべ
きである。

燃料電池先端科学研究事業
経済産業省
NEDO

1,000 996 ○

燃料電池の基本的反応メカニ
ズムについての根本的な理
解を深めるために、高度な科
学的知見を要する現象解析
及びそのための研究体制の
整備を行い、現状の技術開発
における壁を打破するための
知見を蓄積する。

○燃料電池に関する最先端の基礎基盤研究は重要で
ある。そのためには、研究人材の質の確保が重要であ
り、産学官の連携を一層強化し、人材育成や人材交流
の強化のための施策も検討しつつ、着実に実施すべき
である。

○我が国の先端的な
実験装置を用いて世
界をリードする基礎
データの取得を行い、
ひいては実験装置の
改良等へのフィード
バックへつなげること
が重要である。
○将来的には国際シ
ンポジウムでの基調
講演を行えるよう、真
に国際的に先導して
いる研究センターとな
ることが重要である。

水素先端科学基礎研究事業
経済産業省
NEDO

1,800 1,665 ○

水素の輸送や貯蔵に必須な
材料に関し、水素脆化等の基
本原理の解明及び対策の検
討を中心とした高度な科学的
知見を要する先端的研究を、
国内外の研究者を結集し行う
ことにより、水素をより安全・
簡便に利用するための技術
基盤を確立する。

○水素をより安全に利用するための技術基盤を確立す
る本施策は重要な事業である。そのためには、目的を
明確化した研究施設の下、成果を共有できるような研
究連携体制を構築し、水素脆化等の劣化メカニズム解
明の学術的研究だけに終わることなく、ニーズ対応の
解決策も提案できるようにマネジメントを検討した上で、
着実に実施すべきである。

○大学の中に研究独
法の施設をつくる新し
い試みに期待してお
り、プロジェクト終了
後の運用について検
討しておく必要があ
る。

エネルギー
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水素社会構築共通基盤整備
事業

経済産業省
NEDO

2,010 2,550 ○

試験・評価手法の確立、国際
標準の確立、規制の再点検を
三位一体で進めることにより、
研究開発の成果を迅速に初
期需要創出につなげる環境を
整備、国際マーケットを視野
に入れた燃料電池の普及・促
進を総合的に推進する。

○海外市場も念頭においた燃料電池の普及促進を支
援する国際標準化の確立は重要である。しかしなが
ら、性能評価や国際標準の確立のためのデータ取得に
ついてはシミュレーション技術の活用やメーカからの
データ提供等による効率化を図ることも可能であるた
め、燃料電池自動車の飛躍的な性能向上に資する高
圧充填（７０ＭＰａ）の安全性・信頼性向上に係る研究開
発に注力し、減速して実施すべきである。

新利用形態燃料電池技術開
発

経済産業省
NEDO

440 309 ○

燃料電池の新利用形態の早
期実用化・普及を図るため、
安全・環境基準の設定・国際
標準化、規制緩和に資する試
験データの取得、試験法の開
発を行うとともに、出力密度、
耐久性、コスト、環境性等の
性能向上のための研究開発
を行う。

○燃料電池を活用した小型の機器開発の実用化と周
辺機器に関する規格・標準化の研究開発は重要では
あるが、機器開発については市場調査の実施と開発機
器のメリットおよび課題を整理する必要があり、減速し
て実施すべきである。

○小型の機器開発と
標準化研究開発との
関連性・必要性・位置
付け等を明確にする
必要がある。

固体酸化物形燃料電池実証
研究

経済産業省
NEDO

900 765 ○

発電効率が高く、分散型電源
として期待される固体酸化物
形燃料電池の研究開発・実用
化の促進のため、耐久性を始
めとしたデータの取得・課題
抽出等のための実証を実施
する。

○本事業に参加するシステムメーカーに偏りが生じな
いように留意しつつ、実証試験によって得られた課題
が「固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発」に
フィードバックされるよう、連携を密にして着実に実施す
べきである。

定置用燃料電池大規模実証
事業

経済産業省
NEDO

2,800 3,420 ○

一定条件以上の定置用燃料
電池コジェネレーション(熱電
併給)システムの実用化開発
を支援するため、量産技術の
確立と実用段階に必要なデー
タ収集を行う大規模実証を実
施する。

○コージェネレーションシステムとしての性能を公平に
判断するためには、様々な需要パターンや地域へ設置
し、データを取得・評価することが重要であることを念頭
において、着実に実施すべきである。

水素貯蔵材料先端基盤研究
事業

経済産業省
NEDO

1,000 757 ○

国内外の研究機関の連携の
下、高圧水素貯蔵に比べより
コンパクトかつ効率的な水素
貯蔵を可能とする水素貯蔵材
料の性能向上に必要な条件
等を明らかにすることにより、
燃料電池自動車の航続距離
の飛躍的向上を図る。

○コンパクトかつ高効率な水素貯蔵・輸送技術を確立
するための基礎に立ち返った材料研究は水素エネル
ギー社会実現の重要な要素であり、若手研究者の積
極的な登用に留意しつつ、当初のスケジュール通り着
実に実施すべきである。

エネルギー



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

燃料電池システム等実証研
究

経済産業省 1,500 1,800 ○

実条件に近い中での燃料電
池自動車の実証走行や、高
圧水素貯蔵システム、多角的
な燃料供給システムの検証を
進め、水素エネルギー社会に
おける水素利用の課題等を
抽出するとともに、燃料電池・
水素に対する国民的理解の
醸成を図る。

○実証試験によるシステムの検証や国民的理解の醸
成は水素エネルギー社会の実現に向けて必要な施策
である。小型移動体の実証試験については「新利用形
態燃料電池技術開発」との連携を密にし、当初のスケ
ジュール通り着実に実施すべきである。

【化石燃料の開発・利用の推進】

石油精製高度機能融合技術
開発

経済産業省 8,811 7,600

石油精製業を中心とする石油
コンビナート全体の横断的か
つ高度な運営システムの統合
を図り、単独企業のみでは達
成しえない、貴重な石油資源
の環境にも配慮した有効活用
を促進するための技術開発を
行う。

○省エネルギーや石油資源の有効利用の観点からも
本技術開発は重要であり、国際競争力の観点からも必
要な施策である。将来的には電気や熱等の総合エネ
ルギー利用の効率化も視野におき、着実に実施すべき
である。

○他箇所への水平展
開がスムーズに行え
るよう、成果の共有等
をはかることが重要で
ある。

革新的次世代石油精製等技
術開発

経済産業省 4,400 2,326

新たに供給される原油の重質
化、石油需要の白油化等へ
の対応、オイルサンド等非在
来型石油の効率的な活用を
可能とする製油所の高度化に
向けた技術の開発ならびに従
来よりも高温・短時間での触
媒による分解反応によって重
質油から付加価値の高いガソ
リンや石油化学原料を得る技
術（ＨＳ－ＦＣＣ）をはじめとす
る製油所の高度化に資する
革新的な技術を開発する。

○昨今の原油価格の高騰を踏まえれば、我が国の石
油資源確保のためにも本技術開発は極めて重要な技
術であり、性能目標・研究開発スケジュールが達成さ
れるよう、進捗状況を管理しながら着実に実施すべき
である。

○今後の国際的な資
源確保戦略推進の上
で重要な技術である。

石炭生産・利用技術振興のう
ち多目的石炭ガス化製造技
術開発

経済産業省
NEDO

2,818 1,800 ○

石炭ガス化炉の信頼性向上・
適応炭種の拡大と並行して、
二酸化炭素の分離・回収シス
テム確立のための技術を開
発する。

○石炭ガス化発電と二酸化炭素の分離・回収を組み合
わせた本事業は革新的なゼロ・エミッション発電システ
ムを確立する上で極めて重要であり、クールアース５０
の革新的技術開発の一つに位置づけられている。二酸
化炭素の分離・回収の各種方式の評価・分析を行い、
本技術の利点を明確にし、他の事業における二酸化炭
素の分離・回収との情報共有など積極的に連携をはか
りながら、着実に実施すべきである。

○研究開発の進捗状
況管理やフェーズ毎
の中間評価などを適
切に実施することが
重要である。

エネルギー



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

二酸化炭素地中貯留技術研
究開発

経済産業省 1,318 1,070

二酸化炭素の大気中への排
出を大幅に削減するため、火
力発電所等の排出源からの
二酸化炭素を分離・回収し、
地中帯水層（地下1000m程
度）へ貯留する技術を開発す
る。

○我が国にとって、二酸化炭素の地中貯留技術は中
長期的に地球温暖化対策として確立すべき重要な技
術であり、クールアース５０の革新的技術開発の一つ
に位置づけられている。国民に対して、事業の必要性
や研究成果を広く情報発信することが重要である。
２００７年１０月の二酸化炭素の海底貯留を可能にする
海洋投棄規制条約の議定書加入を踏まえ、モニタリン
グ技術など岩野原での実証試験の成果を最大限活か
した上、規模を拡大して、加速して実施すべきである。

噴流床石炭ガス化発電プラン
ト開発費補助金

経済産業省 2,067 1,596 ○

エネルギーセキュリティー確
保の観点から今後とも石炭の
利用は重要であるが、二酸化
炭素削減も同時に達成してい
く必要があることから、既存の
石炭利用発電技術（微粉炭火
力技術）に比較し熱効率が極
めて高く、最終的には二酸化
炭素排出量が石油火力並み
にまで低減できる石炭ガス化
複合発電技術の実証試験を
実施する。

○原油価格が高騰している中で、可採年数の長い石炭
資源を有効に活用できるＩＧＣＣ（石炭ガス化複合発電）
は我が国にとって確立すべき重要な技術であり、当初
のスケジュール通り、２０００時間連続運転試験等の実
証試験を着実に実施すべきである。

天然ガスの液体燃料化（ＧＴ
Ｌ）技術実証研究

経済産業省
ＪＯＧＭＥＣ

6,000 6,867 ○

天然ガス中の二酸化炭素の
除去が不要で、コスト競争力
を有する我が国独自のＧＴＬ
製造技術について、商業規模
での実用化技術の確立を目
指し、実証プラントによる実証
研究を実施する。

○二酸化炭素の割合が多い天然ガス田の有効利用に
資する本技術開発は我が国独自の技術であり、エネル
ギー安定供給上必要であるため、当初のスケジュール
通り、着実に実施すべきである。

メタンハイドレート開発促進事
業

経済産業省 2,533 4,014

本事業は、日本周辺海域に
相当量の賦存が期待されて
いるメタンハイドレートを、将
来のエネルギー資源として利
用可能とするため、資源量評
価、生産手法開発、環境影響
評価手法の確立を図り、メタ
ンハイドレートの商業的産出
のための技術を整備すること
を目的としている。

○資源小国の日本にとって、国産のエネルギー源とし
て可能性のあるメタンハイドレートの開発は有益であ
り、フェーズⅠの最終評価の実施とフェーズⅡへの移
行可否を判断するために着実に実施すべきである。

エネルギー



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【電力貯蔵　及び　電力供給システム】

次世代蓄電システム実用化
戦略的技術開発
(次世代自動車、系統連系円
滑化)

経済産業省
NEDO

7,100 4,900 ○

新エネルギー（太陽光、風力
発電）の出力安定化やハイブ
リッド自動車・電気自動車・燃
料電池自動車等の新世代自
動車を普及させるため、キー
テクノロジーである蓄電の低
コスト化と高性能化を目指し、
産官学の連携の下、集中的
に研究開発を行う。

○蓄電池の研究開発はハイブリッド自動車や電気自動
車など運輸部門からの二酸化炭素削減のために大変
重要な施策であり、クールアース５０の革新的技術開
発の一つに位置づけられている。応用範囲も広く国際
競争力の観点からも積極的に推進する必要があるた
め、自動車用、定置用それぞれの蓄電池に要求される
性能や特長を踏まえた本施策の目標設定・開発スケ
ジュールの下、長期的・基礎的な研究開発は厳正な審
査の結果に基づく選択と集中を行い、着実に実施すべ
きである。

○蓄電池の研究開発
は、地球温暖化対策
や国際競争力の観点
からもさらなる強化が
必要である。

【省エネルギー】

エネルギー使用合理化技術
戦略的開発
［競争的資金として要求］

経済産業省
NEDO

8,000 8,000 ○

省エネルギー技術戦略で示さ
れた産業、民生（家庭、業
務）、運輸の各部門の省エネ
ルギー技術に係る課題を克
服するため、省エネルギー技
術に係る先導研究から実用
化開発、実証研究までを戦略
的に実施し、省エネルギー型
社会の実現に必要な技術開
発を行う。

○省エネルギー技術に係る課題を克服するための基
礎研究から実証研究までを戦略的に支援する本施策
は重要である。しかしながら、間接経費３０％が達成さ
れていないため早期実現に取り組み、着実に実施すべ
きである。

○省エネルギー技術
の研究開発は地球温
暖化対策としてさらな
る強化が必要であ
る。
○先導研究から実用
化開発さらには実証
研究へとシームレス
な制度として活用でき
るように留意するとと
もに、フェーズ毎に審
査項目や重み付けを
変えるなど、真に重要
な研究開発が採択さ
れることが重要であ
る。

エネルギー



「高速増殖炉サイクル技術」の平成２０年度概算要求にかかる見解 

所管 文部科学省・経済産業省 
 

概算要求額 ３６,５９５百万円 前年度予算額 ２９,９１７百万円 

施策の概要 

 

長期的なエネルギー安定供給や高レベル放射性廃棄物の低減に貢献が期待される高速増殖炉サイクル技術の実用化に向けた研究開発を実施する。 

具体的には、 

・高速増殖炉サイクル実用施設に採用する革新技術の成立性を評価するための研究開発 

・高速増殖原型炉「もんじゅ」の運転による発電プラントとしての信頼性の実証やナトリウム取扱技術の確立 

・高速実験炉「常陽」を用いた高速増殖炉用燃料の高燃焼度化試験の実施、燃料等の照射試験データの取得 

・「もんじゅ」や「常陽」へのＭＯＸ燃料供給を通じた燃料製造技術および関連技術の実証 

・実証炉の概念設計へ反映するために必要な「実プラント技術」の開発 

等を行う。 

 

総合的見解 

 
○ 高速増殖炉サイクル技術は、ウラン資源の有効利用や高レベル放射性廃棄物の低減に貢献する技術であり、エネルギー資源の乏しい我が国において、将来のエネルギー

の安定供給に貢献する重要な技術であることから、着実に研究開発を推進することが必要である。 

 

○ 高速増殖炉サイクル技術の研究開発は大規模かつ長期的な事業であり、技術継承や人材育成の面でも配慮が必要である。また、国家基幹技術を構成する各施策の関係

を相対的に示すロードマップを早急に策定し、文部科学省と経済産業省は連携を密にとり、綿密な協力や情報共有をはかることが重要である。さらには、国民に対して、事

業の必要性や安全性に関して理解が得られるよう広聴・広報活動をより一層強化していくことも必要である。 

 

○ 本研究開発の推進にあたっては、本見解や分野別推進戦略ならびに原子力政策大綱等を踏まえるとともに、科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会原子力分野の研

究開発に関する委員会及び同委員会原子力研究開発作業部会によるチェック・アンド・レビューを通じて、確実に目標が達成されるように取り組むことが必要である。 

 
 



個別事項 

分野名 施策名 府省名 ２０年度要求額 １９年度予算額 見解 備考 

エ ネ ル

ギー 

高速増殖炉サイクル実用化研究

開発 

文 部 科

学省 

１２,５９８百万円 １０,２６１百万円 ○将来のエネルギー供給の基幹となる技術であり、５者協

議会の設置等、体制面でも整備されたので、ロードマップ

に沿って着実に研究開発を推進していくことが重要であ

る。 

○当面の研究開発実施機関である独立行政法人における

体制について、もんじゅ、常陽、ＭＯＸ燃料、基礎基盤部

門など関連組織の連携を意識して効率的に推進すること

が重要である。 

○ＧＩＦ、ＧＮＥＰの国際研究開発プログラムとの整合性を明

確にし、特に国際的な役割分担とその中での我が国の位

置付けを明確にして進める必要がある。 

 

 

エ ネ ル

ギー 

高速増殖原型炉「もんじゅ」 文 部 科

学省 

１０,３３１百万円 ８,７７８百万円 ○「もんじゅ」の運転再開にあたっては、安全対策に万全を

期した上、運転に際しての事故時対策も十分に検討する

ことが必要である。 

○さらに、説明責任を果たし、地元を含めた国民に理解が得

られるよう努めることが必要である。 

○運転再開後のデータ取得は実用化開発へとつなげるため

に重要であり、重点を置いて進める必要がある。 

 

 

 

エ ネ ル

ギー 

高速実験炉「常陽」 文 部 科

学省 

２,９８０百万円 ３,１９９百万円 ○安定に運転されている世界でも貴重な実験炉であり、貴

重な財産として人材育成や訓練なども含めて有効に活用

すべきである。 

○高速増殖炉サイクル実用化研究開発、もんじゅ、ＭＯＸ燃

料製造等、高速増殖炉サイクル研究開発の中での位置

づけに基づき、着実に研究開発を進める必要がある。 

 

 

 



エ ネ ル

ギー 

 

ＭＯＸ燃料製造技術開発 

 

文 部 科

学省 

４,１８５百万円 ４,４３９百万円 ○高燃焼度化のための太径中空燃料の開発やマイナーア

クチニド入りＭＯＸ燃料の開発、高速増殖炉サイクル実用

化研究開発でのＭＯＸ燃料開発など必要な研究開発を整

理し、ロードマップに沿って、着実に進める必要がある。 

○国内ＭＯＸ加工事業の状況も念頭に置きつつ、民間に対

する技術協力についても引き続き行うことが重要である。 

 

 

 

エ ネ ル

ギー 

 

発電用新型炉等技術開発委託

費 

 

経 済 産

業省 

６,５０１百万円 ３,２４０百万円 ○文部科学省との役割分担を合理的に取りながら、過去の

成果や知見、特に「もんじゅ」の成果を最大限に活かしつ

つ、実用化開発へとつなげることに重点を置いて進める必

要がある。 

○海外の技術動向調査を行い、必要に応じて連携すること

も重要である。 

 

 

 

 




